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山梨県甲斐適住居移住サポート事業費補助金交付要綱 

 

 

（通則） 

第１条  山梨県甲斐適住居移住サポート事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付につ

いては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号）に定めるもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、空き家バンクに登録した空き家の所有者等が移住者と、売買契約又は

賃貸借契約（以下「売買契約等」という。）の成約に至った場合に、当該空き家の所有者等

に対して市町村長が奨励金を交付する事業に要する経費の一部を県が予算の範囲内で補助す

ることにより、空き家バンクへの空き家登録の促進を図り、本県の定住人口確保に繋げるこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるもの 

とする。 

（１）空き家 県内に存する建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地をいう。 

（２）空き家バンク 県内の市町村が当該市町村内にある空き家の情報を収集して蓄積し、

空き家利用希望者に当該空き家を紹介する取組であって、市町村ホームページに掲載し、

又は広報紙等により広報されているものをいう。 

（３）移住者 県外の市区町村から県内の市町村に住民票を移動した者又は県外の市区町村

から県内の市町村へ居所を移したと当該市町村長が認める者をいう。 

（４）所有者等 空き家に係る所有権その他の権利により当該空き家の売買契約等を行うこ

とができる者をいう。 

（５）市町村事業 空き家バンクに登録した空き家の所有者等が、この要綱の施行日以降に

移住者との売買契約等の成約に至った場合に、当該空き家所有者等に対して市町村長が

奨励金を交付する事業をいう。 

（６）奨励金 空き家の提供協力に係る謝金等をいう。 

 

（補助金の交付対象） 

第４条 補助金の交付対象は市町村事業とし、補助金の交付対象者は市町村長とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市町村事業が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付対象としない。 

（１）対象となる空き家が、所有者等を問わず、過去に本補助金の交付対象となった空き家

である場合 

（２）対象となる空き家が、不動産業を営む者が販売目的に保有している空き家である場合 

（３）売買契約等の相手方となる移住者が、所有者等の三親等以内の親族である場合 
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（補助金の額） 

第５条 知事が市町村長に交付する補助金の額は、市町村事業のうち補助金の交付対象となる

事業（以下「補助事業」という。）に要する経費の２分の１以内の額とする。ただし、補助

事業１件につき５万円を限度とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、補助金交付申請書（様式第１号）を知事

に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第７条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、適当と認めたときは、補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第２号）

により市町村長に通知するものとする。 

 

（決定内容の変更） 

第８条 前条の交付決定を受けた市町村長は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、

あらかじめ変更承認申請書（様式第３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならな

い。ただし、補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であって、交

付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合はこの限りではない。 

２ 知事は、前項の申請書を審査し、適当と認めたときは、変更の承認を市町村長へ通知する

ものとする。 

 

（事業の中止又は廃止） 

第９条 市町村長は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ事業中止

（廃止）承認申請書（様式第４号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の申請書を審査及び必要に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、事

業の中止又は廃止の承認を市町村長へ通知するものとする。 

 

（事故報告等） 

第１０条 市町村長は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合には、速やかにその理由その他必要な事項を書面により知事に報告

しなければならない。 

２ 知事は前項の報告を受けたときは、その理由を調査し、必要に応じて市町村長にその処理

について指示をする。 

 

（実績報告） 

第１１条 市町村長は、補助事業が完了した日若しくは第９条の規定による廃止の承認を受け

た日から起算して１月を経過した日又は交付決定のあった年度の翌年度の４月１０日のいず

れか早い期日までに、事業実績報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 知事は、前条の報告を受けた場合には、報告書の審査及び必要に応じて現地調査を

行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件
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に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、市町村長に通知するものとす

る。 

 

（補助金の請求） 

第１３条 市町村長は、前条の通知を受けたときは、知事に補助金交付請求書（様式第６号）

を提出するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１４条 知事は前条の請求書が提出された後、補助金を支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又は

一部を取り消し、又は変更することができる。 

 （１）補助金を他の用途に使用したとき。 

 （２）補助事業に関し補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 （３）補助事業に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第１２条の規定により交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用する。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 知事は、前条の規定による取消し又は変更をした場合には、市町村長に通知すると

ともに、補助事業の当該取消し又は変更に係る部分に関し、既に補助金が交付されていると

きは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１７条 市町村長は、前条の規定により補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る

補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき年１０．９５％の

割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

２ 市町村長は、補助金の返還を命ぜられた場合に、これを納期日までに納付しなかったとき

は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割

合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。 

 

（書類の保管） 

第１８条 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、当該補助事業終了年度の翌年度から起算して

５年間、整備保管しなければならない。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年７月３日から施行する。 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交

付決定された補助金については、この要綱は、その時以後もなおその効力を有する。 


